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研究の背景と目的
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目的

集計データのみから相対的貧困率を推定する誤差の
少ない手法を明らかにする

目的1

相対的貧困率が公表されていない日本の調査や調査
年について、相対的貧困率を推定

目的2
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相対的貧困率について

• 所得格差の指標として、相対的貧困率がある

• 等価可処分所得の分布から算出

等価可処分所得 =
可処分所得

世帯人員

所得－税・社会保険料

500万円− 100万円

4
= 200万円

例）所得500万円、税・社会保険料100万円、世帯人員4人
の世帯の世帯員の等価可処分所得は
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相対的貧困率について

等価可処分所得（万円）

度
数
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相対的貧困率について

等価可処分所得（万円）

度
数

中央値＝300万円
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相対的貧困率について

等価可処分所得（万円）

度
数

貧困線（中央値の半分）=150万円

中央値＝300万円
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相対的貧困率について

等価可処分所得（万円）

度
数

全体を占める貧困線（150万円）
以下の割合が相対的貧困率

中央値＝300万円

貧困線（中央値の半分）=150万円
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国民生活基礎調査2015年の集計データ

可処分所得金額階級 1人 2人 3人 4人 5人 6人以上

50万円未満 75 13 - - - -
50～100万円 256 70 25 21 2 2
100～150万円 272 104 30 13 7 2
150～200万円 232 180 45 22 5 -
200～250万円 147 212 81 31 8 3
250～300万円 76 280 70 27 8 5
300～350万円 52 204 69 43 11 4
350～400万円 41 145 66 34 16 4
400～450万円 29 119 77 40 12 4
450～500万円 25 94 63 41 15 4
500～550万円 20 70 73 49 18 3
550～600万円 23 57 77 48 18 3
600～650万円 9 53 61 37 15 7
650～700万円 5 40 48 45 17 6
700～750万円 8 35 38 39 6 9
750～800万円 - 24 35 30 7 6
800～850万円 - 19 28 25 9 4
850～900万円 - 13 25 27 13 2
900～950万円 1 10 16 20 7 5
950～1000万円 - 14 14 20 10 2
1000～1100万円 4 12 22 31 8 8
1100～1200万円 - 13 14 14 19 5
1200～1500万円 - 16 14 22 8 12
1500～2000万円 1 6 10 4 4 3
2000万円以上 - 6 7 3 - 4
不詳 259 399 390 329 125 75

世帯人員 ※集計データの値は全体を
10000とした世帯数（の割
合）

• 相対的貧困率の公表値は
個票データ（ミクロデー
タ）から算出されている

• 本研究では、「可処分所
得金額階級」×「世帯人
員」の集計データから相
対的貧困率を推定可能か
検討
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相対的貧困率の公表値

減少傾向？
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研究の背景と目的

• 国民生活基礎調査は、毎年調査されている

– 3年に1度 大規模調査

– それ以外 簡易調査

• 大規模調査の年しか相対的貧困率が公表されていない

簡易調査の年の相対的貧困率も分かれば、ここ数年
で減少傾向か否かが分かるかも

• 吉岡（2011, 2017）は、最尤法によって、集計データ
（結果表）から所得分布を推定

本研究では、最尤法によって集計データから等価可処
分所得の分布を推定し、そこから相対的貧困率を算出
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方法
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研究の流れ

公表値のある調査年（国民生活基礎調査の大規模
調査など）について、相対的貧困率を最尤法で推
定し、公表値との誤差の小さい手法を探る

誤差が小さいとされた手法で、相対的貧困率が公
表されていない調査年（国民生活基礎調査の簡易
調査など）の相対的貧困率を推定
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最尤法のバリエーション

• 分布モデル

– 対数正規分布

– 第2種一般化ベータ分布

• 混合分布か否か

– 1つの分布として推定（単一分布）

– 世帯人員ごとに分布を推定して合成（混合分布）
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最尤法のバリエーション-分布モデル

• 対数正規分布

– オーソドックスな所得の分布モデル

– パラメータは2つ(μ,σ2)

𝑓 𝑥 =
1

2𝜋𝜎𝑥
exp(−

(ln 𝑥 − 𝜇)2

2𝜎2
)

数式
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最尤法のバリエーション-分布モデル

• 第2種一般化ベータ分布

– McDonald（1984）によって提示

– 吉岡（2017）で所得分布への適合度が高かった分布

– パラメータが4つあり、さまざまな形をとることが可能

𝑓 𝑥 =
𝑎𝑥𝑎𝑝−1

𝑏𝑎𝑝𝐵(𝑝, 𝑞)[1 +
𝑥
𝑏

𝑎
]𝑝+𝑞

𝑎 > 0, 𝑏 > 0, 𝑝 > 0, 𝑞 > 0

𝐵 𝑝, 𝑞 =  
0

1

𝑧𝑝−1(1 − 𝑧)𝑞−1𝑑𝑧

なお、ベータ関数B(p,q)は

数式
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最尤法のバリエーション-混合分布か否か

2人世帯1人世帯 3人世帯 ・・・

全体

合成

・世帯人員ごとに分布を推定して合成（混合分布）

・1つの分布として推定（単一分布）

全体
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方法-最尤法について

• 最尤法の最適化手法

– Nelder-Mead法で推定したパラメータを初期値として、
BFGS法（準ニュートン法）を実行する多段階最適化を使
用

• 最尤法の初期値

– 対数正規分布

• μ=入力データの自然対数の平均

• σ2=入力データの自然対数の分散

– 第2種一般化ベータ分布

• a=2.0

• b=入力データの中央値

• p=1.0

• q=1.0
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方法-可処分所得階級の代表値

• 吉岡（2017）と同一にした

– 各階級の代表値は階級ごとの中央の値

– 最低階級の代表値は、その階級の上限の0.5倍

– 最高階級の代表値は、その階級の下限の1.25倍
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方法-公表値との誤差の算出方法

• 国民生活基礎調査の相対的貧困率が公表されている7時
点（1997～2015年）について、それぞれ最尤法で推定
値を算出

• それぞれの時点における誤差率を以下の式で算出

誤差率 =
推定値 −公表値

公表値

• 誤差率の標準偏差を以下の式で算出

誤差率の標準偏差 =
 (誤差率2)

時点数

この値が小さいほど、公表値との誤差が小さいと判断
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結果
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等価可処分所得のヒストグラム

• 国民生活基礎調査2015年の等価可処分所得のヒストグラム

– 階級幅を100万円とした場合
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国民生活基礎調査の可処分所得データを用いた推定

• 「単一分布」×「第2種一般化ベータ分布」が最も誤差
が小さかった

この手法で公表値のない相対的貧困率を推定
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国民生活基礎調査の年間所得データを用いた推定

• 可処分所得ではなく年間所得の集計データを用いても、
可処分所得と同程度の誤差であった

日本では、可処分所得ではなく年間所得の集計デー
タを用いても、相対的貧困率が推定可能
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全国消費実態調査の年間所得データを用いた推定

• 大きく過大推定

全国消費実態調査の集計データの階級の幅が大きい
ことが原因だと思われる
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全国消費実態調査の年間所得データを用いた推定
（代表値に階級平均を使用）

• 比較的小さい誤差で推定された

集計結果で階級ごとの平均値が公表されている場合
は、その平均値を階級の代表値として推定すること
で、誤差が小さくなることが示唆
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まとめ
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まとめ

今回検討した中では、「単一分布」×「第2種一般化ベー
タ分布」が最も誤差が小さい手法

集計データのみから相対的貧困率を推定する誤差の少ない
手法を明らかにする

目的1

• 公表値との誤差率の標準偏差は4.9％

– なお、2015年（大規模調査）の相対的貧困率の標準誤
差率の公表値は2.1%
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まとめ

• 相対的貧困率（等価可処分所得の分布）を集計データから
推定した先行研究は見当たらない

等価可処分所得の分布も、所得分布と同様、最尤法で推定
可能であることが本研究で示された
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まとめ

国民生活基礎調査の相対的貧困率の近年の傾向は、
横ばいである可能性が高いことが示唆

相対的貧困率が公表されていない日本の調査や調査年につ
いて、相対的貧困率を推定

目的2

• 以下の調査年について相対的貧困率を推定できた

– 国民生活基礎調査の1996～2016年の簡易調査の調査年

– 全国消費実態調査の1994年

– 住宅・土地統計調査の1993～2013年
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今後の課題

この方法でより誤差の少ない推定が可能か、今後検討

• 本研究では、各階級の中央値を階級の代表値として、仮定
する分布の尤度が最大となるパラメータを推定した

• 一方で、集計データのどの階級に当てはまるかについて多
項分布であると考え、その多項分布の尤度が最大となるよ
うな分布のパラメータを推定する方法も存在
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今後の課題

県別データを用いることで、県ごとの相対的貧困率の
割合の大小の比較や、その時系列的な推移について分
析することも可能

• 本研究では全国データのみを用いて推定を行ったが、住
宅・土地統計調査には都道府県別にも相対的貧困率を推定
可能な集計データ（「所得金額階級」×「世帯人員」の度
数分布）が存在
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統計データの二次的利用の利用相談ブース

(独)統計センターでは、統計データの二次的利用（匿名データ、オー
ダーメード集計、調査票情報のオンサイト利用等）について職員による
利用相談（無料）を行っています。

ご関心のある方は、お気軽にお立ち寄りください。

 日時：９月10日(月)～13日(木)９時30分～17時30分(13日は16時まで)

 場所：５号館１階 5136教室 入口左手奥のブース

入

口

5136教室１階
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ご清聴ありがとうございました


